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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第１四半期連結
累計期間

第８期
第１四半期連結

累計期間
第７期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 6,563,453 6,835,621 31,648,837

経常利益又は経常損失（△） （千円） △165,782 234,796 1,984,559

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △206,157 122,681 1,146,276

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △230,868 94,764 1,810,451

純資産額 （千円） 15,487,309 17,403,117 17,385,767

総資産額 （千円） 34,184,112 37,312,502 35,830,231

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）
（円） △10.40 6.19 57.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 40.1 41.4 43.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累計期間より、「四半

期（当期）純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益又は親会社株主に帰属する四半期純
損失（△）」としております。

 

２【事業の内容】
　当第１四半期連結累計期間において当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
　また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事
業等のリスクの内容に重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかに回復した前年度後半の反動から、輸出や個人消費が
伸び悩み、景気の動きに一服感がみられました。一方、海外では、中国やアジア新興国の経済成長は減速となりま
したが、米国は堅調維持、欧州は改善傾向となり、全体としては緩やかな回復となりました。
こうした環境下、当社グループでは、素形材事業、産業機械事業の受注が前年度に続き堅調に推移いたしまし

た。
この結果、当社グループの第１四半期連結累計期間は、売上高6,835百万円（対前年同期比4.1％増）、経常利益

234百万円（前年同期は損失165百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益122百万円（前年同期は損失206百万
円）となりました。
セグメントの状況
［素形材事業］

鋳造品は、原動機部品の受注が伸び悩みました。精密鋳造品は自動車関連事業からの受注、異形鋼につきま
しては直動システム向けの受注が堅調に推移しました。これらの結果、当事業の売上高は3,039百万円（対前
年同期比10.7％増）となりました。

［土木建築機材事業］
国内公共工事は回復基調にあるものの、発注遅れによる受注量減により、土木関連事業、建築関連事業とも

に売上は伸び悩みました。これらの結果、当事業の売上高は1,992百万円（対前年同期比5.6％減）となりまし
た。

［産業機械事業］
油圧機器につきましては、建設機械向けシリンダーが堅調に推移し、ゴム用射出成型機につきましても自動

車向けを中心に新製品の販売が引き続き好調でありました。これらの結果、当事業の売上高は1,686百万円
（対前年同期比6.4％増）となりました。

［不動産賃貸事業］
不動産賃貸事業につきましては、売上高117百万円（対前年同期比2.5％減）となりました。
 

（２）財政状態

前連結会計年度末と比較し、資産は売掛債権・たな卸資産等の増加により増加いたしました。負債につきまして
は、主として短期借入金の増加により増加いたしました。純資産につきましては、利益剰余金が増加いたしまし
た。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た
に生じた課題はありません。

（４）財務及び事業の方針の決定を支配するあり方に関する基本方針

株式会社の支配に関する基本方針
当社は、平成27年６月29日開催の定時株主総会の承認を得て、以下の内容の買収防衛策（以下、「本プラン」と

いいます。）を継続導入しております。本プランの有効期間は、本定時株主総会終了後から平成30年３月期の定時
株主総会の終結時までです。

Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値ひ
いては当社の株主共同の利益（以下、単に「企業価値・株主共同の利益」といいます。）を継続的かつ持続的に確
保、向上していくことを可能とする者であるべきものと考えております。上場会社である当社の株券等は、株主、
投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社株券等に対する大量買付行為（下記Ⅲ．2．に定義しま
す。以下同じとします。）またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最
終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。
しかしながら、近年の我が国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大量買

付行為またはこれに類似する行為を強行する動きも見受けられないわけではなく、こうした大量買付行為の中に
は、その目的等からして企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実
上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株券等の大量買付の内容等について検討しあるいは対
象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が大量買付者（下記
Ⅲ．2．に定義します。以下同じとします。）の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために大量買付者との
協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益の向上、拡大に資さないものも想定されま
す。
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値・株主共同の利益を中長期的に
確保、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、当社の企業価値・株主共同の利益を
毀損するおそれのある不適切な大量買付行為またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の
決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を
採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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Ⅱ 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

１．企業価値向上への取組み

平成20年に創業60周年を迎えた当社グループは、一貫して「高品位なテクノロジーを提供し、安全で安心できる
快適な生活、社会基盤作りに貢献する」ことを経営理念としてきており、当社の免震支承や制震装置によって橋梁
などの社会資本や学校、病院、庁舎、ビルやマンションに至る建築物、ひいては市民の安全を守ることをその使命
としております。鋳造部品、産業機械パーツにおきましても、最終製品の機能を十二分に発揮させ、ユーザーが安
心して使える製品提供を目指すものであります。
この企業理念を実現するために、次の３点を経営の基本方針としております。

（1）全社員の能力向上により、社の総合力を高め成長と発展を続ける。
（2）新たな技術へのたゆまぬ挑戦により、顧客のニーズを満たし、”Tomorrow's Technology,Today.”を実現す
る。

（3）法令遵守の精神にのっとり、公明正大な企業活動を実践する。
この経営の基本方針にのっとり、当社グループは、世界単位で激変する環境の中にあっても、安定的な収益を確

保できうる経営基盤の強化を図るとともに、更なる発展を目指しております。また、過大な設備、人的資源の見直
しを目的としたグループ全体を見渡した体制再構築を積極的に推進し、原材料の高騰などの外部要因による影響を
内部吸収できるような強靭なグループ体制にしてまいります。持株会社制への移行は、このような体制再構築の一
環として、グループ全体の最適化の観点にたった経営資源の再配分やリスク管理、事業基盤の維持強化を進めるこ
とを目的としたものであります。
現在、当社グループは、当社、連結子会社13社により構成され、土木建築用構造機材、素形材、及び産業機械の

３分野を主な事業領域としております。いずれも「高品位部材メーカー」をキーワードに高い技術力と確かな製品
力によって、需要家のニーズを満足させることを経営方針としております。
土木建築用構造機材につきましては、橋梁用免震支承のトップシェアを維持しており、市場のリーダーとして高

機能化や低価格化といった課題に取り組んでおります。
素形材につきましては、永年培ってきた技術力と現場力によって、産業機械用部品や自動車部品などを中心に、

新しい材質や形状の鋳造、加工にチャレンジしております。特に安価な外国製品に対抗できる価格競争力を備えつ
つ、品質・納期面での優位性を出すことによって、差別化を図っております。
産業機械につきましては、高機能が要求されるマーケットにあって、トップメーカーの地位を確保すべく、国内

向け、海外向けともにさまざまなニーズに応えられるような技術提案力の向上と生産能力の増強に努めておりま
す。
このような状況の中で、平成24年度に当社グループは３か年中期経営計画をスタートさせております。当中期計

画においては、以下の将来像を掲げて業務に取り組んでおり、平成27年度からの新たな中期計画においても継続し
てまいります。
（1）時代変化に柔軟な企業集団
（2）顧客志向のエンジニアリングソリューション集団
（3）強固な企業統治体制
以上のとおり、当社グループにおける企業価値の源泉は、各事業分野において永年にわたり蓄積してきた「技術

力」と「現場力」にあります。それらによって構築された顧客との長期的信頼関係、変化する顧客ニーズを満たす
新製品開発能力、市場への提案力、品質・納期を満たす製品供給力などが当社グループの持続的な企業価値・株主
共同の利益の向上、拡大への取組みの根幹となっております。そして当然ながらにして、これらのような技術的見
地をベースに、さまざまなノウハウを有機的かつ継続的に融合させていくことのできる人材が、この取組みに必要
不可欠であります。当社グループは、当社グループが関わる製品や技術情報、市場等についての豊富な経験と知
識、すなわち「技術力」と「現場力」に対する適切な理解なくしては、当社グループの企業価値・株主共同の利益
を確保、向上させるための施策の策定、実行は困難であると考えております。

２．コーポレートガバナンス（企業統治）への取組み

また、当社は、企業価値・株主共同の利益を確保、向上させるためには、経営の効率性、健全性、透明性を高
め、コーポレートガバナンスを充実させることが重要であると考えております。
経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制の確立と取締役の経営責任を明確にするために、取締役全

員の任期を１年としております。また、監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成され、監査役は、取締役会
に出席するほか、各種会議等に参加し、積極的に意見を述べており、十分な経営チェックが可能な体制となってお
ります。
内部監査については、業務執行機関と独立した部門として、監査室を設置しております。内部統制システムの構

築とグループ内浸透を推し進めております。
また、株主の皆様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を一層高めるため、安全・環

境・品質の確保、社会貢献活動、法令遵守の徹底等のCSR活動の更なる充実に努めております。

 

Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組

み

１．本プラン継続の必要性

当社としては、大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益に資するも
のであるか否か、株主の皆様に適切に判断していただき、提案に応じるか否かを決定していただくためには、大量
買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供され、検討のための十分な期間が確保されることが
不可欠であると考えます。また、当社は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保または向上の観点から大量買付
行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合には、大量買付行為の条件・方法について、大量
買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行う必要もあると考えておりますので、そのために必要な時間も十
分に確保されるべきであります。
当社は、このような考え方に立ち、以下のとおり当社株式の大量買付行為への対応策を継続することとしていま

す。
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２．本プランの概要

当社は、平成21年６月26日開催の定時株主総会において、当社株券等の大量買付行為への対応策を導入し、平成
24年６月28日開催の定時株主総会において、同対策を継続、更に、平成27年６月29日開催の定時株主総会において
本プランとして継続することを決定いたしました。
本プランは、当社株券等の一定数以上の買付けその他の有償の譲受けの結果、(i)当社の株券等の保有者が保有

する当社の株券等に係る株券等保有割合の合計、もしくは、(ⅱ)当社の株券等の公開買付者が所有しまたは所有す
ることとなる当社の株券等及び当該公開買付者の特別関係者が所有する当社の株券等に係る株券等所有割合の合計
のいずれかが20％以上となる者による当社株券等の買付けその他の有償の譲受けまたはその提案（以下、あわせて
「大量買付行為」といいます。）を適用対象としています。本プランは、当社取締役会及び独立委員会が、大量買
付行為を行いまたは行おうとする者（以下「大量買付者」といいます。）から、買収の是非に関する株主の皆様の
適切なご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために必要な情報の提供を要請し、提供された必要情報を評価・
検討するための手続きを定めています。
当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委

員会は、この諮問に基づき、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会
は、(i)大量買付者が本プランに定める手続きに従わず、または(ⅱ)大量買付行為が、当社の企業価値・株主共同
の利益を著しく害するものであると当社取締役会が認めた場合には、当社取締役会は、独立委員会による上記勧告
を最大限尊重して、当該大量買付者及び当該大量買付行為の具体的内容並びに当該大量買付行為が当社の企業価
値・株主共同の利益に与える影響等を評価・検討等した上で、対抗措置の発動の是非を判断します。
また、当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、社外監査役全員を含む当社監査役全員の賛成を得た上

で、当社取締役全員の一致により発動の決議をすることといたします。当社取締役会は、当該決議を行った場合、
当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに株主の皆様に情報開示を行います。
当社取締役会は、対抗措置として大量買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が大量買付

者等以外の者から当社株式と引換えに取得することができる旨の取得条項等が付された新株予約権（以下「本新株
予約権」といいます。）の無償割当ての実施を決議した場合、当社は、本新株予約権を当該決議によって定める全
ての株主に対して無償割当ての方法により割り当てます。

 

Ⅳ 上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記Ⅱ記載の取組みは、当社の企業価値の源泉を十分に理解した上で策定されており、当社の企業価値及び会社
の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に向上するべく十分に検討されたものであって、まさに基本方針の実現
に資するものです。したがって、当該取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、
また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
また、上記Ⅲ記載の取組みである本プランは、当社株券等の大量買付行為が行われる場合に、当該大量買付行為

の提案に応じるか否かを株主の皆様に決定していただくために必要な情報と期間を確保し、あるいは当社取締役会
が大量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行うために必要な時間
を確保すること等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保、向上させることに資するも
のであり、基本方針に沿うものであると考えております。
更に、本プランは、(i)経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確

保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しており、株式会社東京証券取引所の定め
る買収防衛策の導入に係る諸規則の趣旨に合致していること、(ⅱ)株主意思を重視するものであること、(ⅲ)独立
性の高い社外者からなる独立委員会の判断が最大限尊重されることとされており、かつその判断の概要について
は、適宜株主の皆様に情報開示を行うこととされていること、(ⅳ)あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充
足されなければ発動されないように設定されていること、(v)取締役会及び独立委員会が、当社から独立した第三
者の意見を取得できるものとされていること、(ⅵ)有効期間満了前であっても株主総会または取締役会によりいつ
でも廃止することができるものとされていること、(ⅶ)取締役の期差任期制が採用されていないこと等の理由か
ら、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考え
ております。

 

（５）研究開発活動
特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 20,000,000 20,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
- 20,000,000    - 500,000    - 125,000

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日に基準日を設定していないため、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株
主名簿により記載をしております。
 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 186,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　19,805,900 198,059 －

単元未満株式 普通株式　　　 7,500 －
一単元(100株)未満

の株式数

発行済株式総数 20,000,000 － －

総株主の議決権 － 198,059 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社川金ホールディ

ングス

埼玉県川口市川口

２-２-７
186,600 － 186,600 0.93

計 － 186,600 － 186,600 0.93

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,086,278 4,367,603

受取手形及び売掛金 9,222,605 9,850,997

たな卸資産 4,990,867 5,604,404

未収入金 524,561 551,302

繰延税金資産 240,834 288,205

その他 563,599 531,805

貸倒引当金 △41,280 △35,223

流動資産合計 19,587,466 21,159,094

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,160,481 4,130,438

機械装置及び運搬具（純額） 4,002,459 4,017,570

工具、器具及び備品（純額） 394,289 391,738

土地 4,109,096 4,109,096

建設仮勘定 73,477 70,615

有形固定資産合計 12,739,804 12,719,458

無形固定資産 368,775 359,428

投資その他の資産   

投資有価証券 2,712,450 2,638,214

退職給付に係る資産 5,106 5,502

繰延税金資産 33,159 28,348

破産更生債権等 41,310 41,310

その他 387,617 404,904

貸倒引当金 △45,460 △43,760

投資その他の資産合計 3,134,184 3,074,520

固定資産合計 16,242,764 16,153,408

資産合計 35,830,231 37,312,502

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,067,552 3,665,005

短期借入金 1,100,000 4,500,000

1年内返済予定の長期借入金 3,961,884 3,661,951

リース債務 538,096 447,496

未払法人税等 607,735 115,192

未払消費税等 257,256 65,462

未払費用 319,122 392,530

繰延税金負債 1,287 1,287

賞与引当金 278,377 450,989

その他 544,880 608,744

流動負債合計 11,676,192 13,908,661

固定負債   

長期借入金 4,213,032 3,453,995

リース債務 738,673 759,675
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

繰延税金負債 442,671 443,588

役員退職慰労引当金 231,247 232,591

退職給付に係る負債 352,529 332,422

その他 790,116 778,450

固定負債合計 6,768,270 6,000,723

負債合計 18,444,463 19,909,384

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 688,042 688,042

利益剰余金 12,469,619 12,518,000

自己株式 △40,219 △40,219

株主資本合計 13,617,443 13,665,824

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,041,289 1,016,156

為替換算調整勘定 776,463 749,882

その他の包括利益累計額合計 1,817,753 1,766,038

非支配株主持分 1,950,571 1,971,254

純資産合計 17,385,767 17,403,117

負債純資産合計 35,830,231 37,312,502
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 6,563,453 6,835,621

売上原価 5,534,027 5,566,625

売上総利益 1,029,426 1,268,995

販売費及び一般管理費 1,100,828 1,122,205

営業利益又は営業損失（△） △71,401 146,790

営業外収益   

受取利息 2,148 3,102

受取配当金 21,790 24,574

受取賃貸料 2,670 3,288

為替差益 - 84,597

受取保険金 12,022 1,914

その他 16,784 6,574

営業外収益合計 55,416 124,051

営業外費用   

支払利息 25,695 28,426

為替差損 119,187 -

その他 4,914 7,618

営業外費用合計 149,797 36,044

経常利益又は経常損失（△） △165,782 234,796

特別利益   

固定資産売却益 6,447 410

投資有価証券売却益 - 19,164

特別利益合計 6,447 19,574

特別損失   

固定資産処分損 1,617 677

設備移設費用 4,790 -

その他 950 -

特別損失合計 7,357 677

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△166,692 253,694

法人税、住民税及び事業税 66,671 127,523

法人税等調整額 △7,229 △24,387

法人税等合計 59,442 103,135

四半期純利益又は四半期純損失（△） △226,135 150,559

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△19,977 27,877

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△206,157 122,681
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △226,135 150,559

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 85,044 △22,167

為替換算調整勘定 △89,777 △33,627

その他の包括利益合計 △4,733 △55,794

四半期包括利益 △230,868 94,764

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △204,315 70,966

非支配株主に係る四半期包括利益 △26,553 23,798
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。なお、これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形割引高 1,531,572千円 338,141千円

受取手形裏書譲渡高 175,564 108,995

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

季節的変動

　当社グループの土木建築機材事業は公共工事の依存割合が高いため、第４四半期連結会計期間に売上高が集中

しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 212,071千円 260,540千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当に関する事項

　平成26年６月27日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　　 3.75円

　③基準日　          平成26年３月31日

　④効力発生日　　　　 平成26年６月30日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）
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１．配当に関する事項

　平成27年６月29日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　　3.75円

　③基準日　          平成27年３月31日

　④効力発生日　　　　 平成27年６月30日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素　形　材 土木建築機材 産 業 機 械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 2,746,959 2,111,571 1,584,813 120,109 6,563,453 - 6,563,453

セグメント間の
内部売上高又は振替高

97,315 - 44,149 19,451 160,917 △160,917 -

計 2,844,275 2,111,571 1,628,962 139,561 6,724,371 △160,917 6,563,453

セグメント利益
又は損失（△）

△108,581 △79,824 139,410 89,903 40,907 △112,309 △71,401

注１．セグメント利益又は損失の調整額の金額は、全社費用△136,438千円、セグメント間取引消去等24,129千円であります。なお、
全社費用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）
　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）
　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）
　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素　形　材 土木建築機材 産 業 機 械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 3,039,676 1,992,444 1,686,411 117,089 6,835,621 - 6,835,621

セグメント間の
内部売上高又は振替高

80,067 - 122,002 19,451 221,522 △221,522 -

計 3,119,744 1,992,444 1,808,414 136,541 7,057,143 △221,522 6,835,621

セグメント利益
又は損失（△）

33,805 △29,652 179,613 92,711 276,478 △129,687 146,790

注１．セグメント利益又は損失の調整額の金額は、全社費用△156,233千円、セグメント間取引消去等26,546千円であります。なお、
全社費用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）
　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）
　該当事項はありません。
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（重要な負ののれん発生益）
　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額

（△）
△10円40銭 6円19銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△206,157 122,681

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

△206,157 122,681

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,813 19,813

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

株式会社川金ホールディングス

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 前原　一彦　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 澁江　英樹　　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社川金
ホールディングスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４
月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に
ついて四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社川金ホールディングス及び連結子会社の平成27年６月30日現
在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が
すべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
 

以　上
 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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